
水道（水道用水供給）事業変更認可申請 審査基準 

 

水道法 

 

第七条 水道事業経営の認可の申請をするには、申請書に、事業計画書、工事設計書その

他厚生労働省令で定める書類（図面を含む。）を添えて、これを厚生労働大臣に提出しな

ければならない。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 申請者の住所及び氏名（法人又は組合にあつては、主たる事務所の所在地及び名称

並びに代表者の氏名） 

二 水道事務所の所在地 

３ 水道事業者は、前項に規定する申請書の記載事項に変更を生じたときは、速やかに、

その旨を厚生労働大臣に届け出なければならない。 

４ 第一項の事業計画書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 給水区域、給水人口及び給水量 

二 水道施設の概要 

三 給水開始の予定年月日 

四 工事費の予定総額及びその予定財源 

五 給水人口及び給水量の算出根拠 

六 経常収支の概算 

七 料金、給水装置工事の費用の負担区分その他の供給条件 

八 その他厚生労働省令で定める事項 

５ 第一項の工事設計書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 一日最大給水量及び一日平均給水量 

二 水源の種別及び取水地点 

三 水源の水量の概算及び水質試験の結果 

四 水道施設の位置（標高及び水位を含む。）、規模及び構造 

五 浄水方法 

六 配水管における最大静水圧及び最小動水圧 

七 工事の着手及び完了の予定年月日 

八 その他厚生労働省令で定める事項 

 

第八条 水道事業経営の認可は、その申請が次の各号のいずれにも適合していると認めら

れるときでなければ、与えてはならない。 

一 当該水道事業の開始が一般の需要に適合すること。 

二 当該水道事業の計画が確実かつ合理的であること。 



三 水道施設の工事の設計が第五条の規定による施設基準に適合すること。 

四 給水区域が他の水道事業の給水区域と重複しないこと。 

五 供給条件が第十四条第二項各号に掲げる要件に適合すること。 

六 地方公共団体以外の者の申請に係る水道事業にあつては、当該事業を遂行するに足

りる経理的基礎があること。 

七 その他当該水道事業の開始が公益上必要であること。 

２ 前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、厚生労働省令で定

める。 

 

第十条  水道事業者は、給水区域を拡張し、給水人口若しくは給水量を増加させ、又は水

源の種別、取水地点若しくは浄水方法を変更しようとするとき（次の各号のいずれかに

該当するときを除く。）は、厚生労働大臣の認可を受けなければならない。この場合にお

いて、給水区域の拡張により新たに他の市町村の区域が給水区域に含まれることとなる

ときは、当該他の市町村の同意を得なければ、当該認可を受けることができない。  

一  その変更が厚生労働省令で定める軽微なものであるとき。  

二  その変更が他の水道事業の全部を譲り受けることに伴うものであるとき。  

２  第七条から前条までの規定は、前項の認可について準用する。  

３  水道事業者は、第一項各号のいずれかに該当する変更を行うときは、あらかじめ、厚

生労働省令で定めるところにより、その旨を厚生労働大臣に届け出なければならない。 

 

第二十七条 水道用水供給事業経営の認可の申請をするには、申請書に、事業計画書、工

事設計書その他厚生労働省令で定める書類(図面を含む。)を添えて、これを厚生労働大臣

に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 申請者の住所及び氏名(法人又は組合にあつては、主たる事務所の所在地及び名称並

びに代表者の氏名) 

二 水道事務所の所在地 

３ 水道用水供給事業者は、前項に規定する申請書の記載事項に変更を生じたときは、速

やかに、その旨を厚生労働大臣に届け出なければならない。 

４ 第一項の事業計画書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 給水対象及び給水量 

二 水道施設の概要 

三 給水開始の予定年月日 

四 工事費の予定総額及びその予定財源 

五 経常収支の概算 

六 その他厚生労働省令で定める事項 



５ 第一項の工事設計書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 一日最大給水量及び一日平均給水量 

二 水源の種別及び取水地点 

三 水源の水量の概算及び水質試験の結果 

四 水道施設の位置(標高及び水位を含む。)、規模及び構造 

五 浄水方法 

六 工事の着手及び完了の予定年月日 

七 その他厚生労働省令で定める事項 

 

第二十八条 水道用水供給事業経営の認可は、その申請が次の各号のいずれにも適合して

いると認められるときでなければ、与えてはならない。 

一 当該水道用水供給事業の計画が確実かつ合理的であること。 

二 水道施設の工事の設計が第五条の規定による施設基準に適合すること。 

三 地方公共団体以外の者の申請に係る水道用水供給事業にあつては、当該事業を遂行

するに足りる経理的基礎があること。 

四 その他当該水道用水供給事業の開始が公益上必要であること。 

２ 前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、厚生労働省令で定

める。 

 

第三十条  水道用水供給事業者は、給水対象若しくは給水量を増加させ、又は水源の種別、

取水地点若しくは浄水方法を変更しようとするとき（次の各号のいずれかに該当すると

きを除く。）は、厚生労働大臣の認可を受けなければならない。  

一  その変更が厚生労働省令で定める軽微なものであるとき。  

二  その変更が他の水道用水供給事業の全部を譲り受けることに伴うものであると

き。  

２  前三条の規定は、前項の認可について準用する。  

３  水道用水供給事業者は、第一項各号のいずれかに該当する変更を行うときは、あら

かじめ、厚生労働省令で定めるところにより、その旨を厚生労働大臣に届け出なけれ

ばならない。 

 

 

水道補施行規則 

 

第一条の三 法第七条第一項に規定する厚生労働省令で定める書類及び図面は、次の各号

に掲げるものとする。 

一 地方公共団体以外の者である場合は、水道事業経営を必要とする理由を記載した書



類 

二 地方公共団体以外の法人又は組合である場合は、水道事業経営に関する意思決定を

証する書類 

三 市町村以外の者である場合は、法第六条第二項の同意を得た旨を証する書類 

四 取水が確実かどうかの事情を明らかにする書類 

五 地方公共団体以外の法人又は組合である場合は、定款又は規約 

六 給水区域が他の水道事業の給水区域と重複しないこと及び給水区域内における専用

水道の状況を明らかにする書類及びこれらを示した給水区域を明らかにする地図 

七 水道施設の位置を明らかにする地図 

八 水源の周辺の概況を明らかにする地図 

九 主要な水道施設（次号に掲げるものを除く。）の構造を明らかにする平面図、立面図、

断面図及び構造図 

十 導水管きよ、送水管及び主要な配水管の配置状況を明らかにする平面図及び縦断面

図 

２ 地方公共団体が申請者である場合であつて、当該申請が他の水道事業の全部を譲り受

けることに伴うものであるときは、法第七条第一項に規定する厚生労働省令で定める書

類及び図面は、前項の規定にかかわらず、同項第三号、第六号及び第七号に掲げるもの

とする。 

 

第二条 法第七条第四項第八号に規定する厚生労働省令で定める事項は、次の各号に掲げ

るものとする。 

一 工事費の算出根拠 

二 借入金の償還方法 

三 料金の算出根拠 

四 給水装置工事の費用の負担区分を定めた根拠及びその額の算出方法 

 

第三条 法第七条第五項第三号（法第十条第二項において準用する場合を含む。）に規定す

る水質試験の結果は、水質基準に関する省令（平成十五年厚生労働省令第百一号）の表

の上欄に掲げる事項に関して水質が最も低下する時期における試験の結果とする。 

２ 前項の試験は、水質基準に関する省令に規定する厚生労働大臣が定める方法によつて

行うものとする。 

 

第四条 法第七条第五項第八号に規定する厚生労働省令で定める事項は、次の各号に掲げ

るものとする。 

一 主要な水理計算 

二 主要な構造計算 



第五条 法第八条第二項に規定する技術的細目のうち、同条第一項第一号に関するものは、

次に掲げるものとする。 

一 当該水道事業の開始が、当該水道事業に係る区域における不特定多数の者の需要に

対応するものであること。 

二 当該水道事業の開始が、需要者の意向を勘案したものであること。 

 

第六条 法第八条第二項に規定する技術的細目のうち、同条第一項第二号に関するものは、

次に掲げるものとする。 

一 給水区域が、当該地域における水系、地形その他の自然的条件及び人口、土地利用

その他の社会的条件、水道により供給される水の需要に関する長期的な見通し並びに

当該地域における水道の整備の状況を勘案して、合理的に設定されたものであること。 

二 給水区域が、水道の整備が行われていない区域の解消及び同一の市町村の既存の水

道事業との統合について配慮して設定されたものであること。 

三 給水人口が、人口、土地利用、水道の普及率その他の社会的条件を基礎として、各

年度ごとに合理的に設定されたものであること。 

四 給水量が、過去の用途別の給水量を基礎として、各年度ごとに合理的に設定された

ものであること。 

五 給水人口、給水量及び水道施設の整備の見通しが一定の確実性を有し、かつ、経常

収支が適切に設定できるよう期間が設定されたものであること。 

六 工事費の調達、借入金の償還、給水収益、水道施設の運転に要する費用等に関する

収支の見通しが確実かつ合理的なものであること。 

七 水質検査、点検等の維持管理の共同化について配慮されたものであること。 

八 水道基盤強化計画が定められている地域にあつては、当該計画と整合性のとれたも

のであること。 

九 水道用水供給事業者から用水の供給を受ける水道事業者にあつては、水道用水供給

事業者との契約により必要量の用水の確実な供給が確保されていること。 

十 取水に当たつて河川法（昭和三十九年法律第百六十七号）第二十三条の規定に基づ

く流水の占用の許可を必要とする場合にあつては、当該許可を受けているか、又は許

可を受けることが確実であると見込まれること。 

十一 取水に当たつて河川法第二十三条の規定に基づく流水の占用の許可を必要としな

い場合にあつては、水源の状況に応じて取水量が確実に得られると見込まれること。 

十二 ダムの建設等により水源を確保する場合にあつては、特定多目的ダム法（昭和三

十二年法律第三十五号）第四条第一項に規定する基本計画においてダム使用権の設定

予定者とされている等により、当該ダムを使用できることが確実であると見込まれる

こと。 

 



第七条 法第八条第二項に規定する技術的細目のうち、同条第一項第六号に関するものは、

当該申請者が当該水道事業の遂行に必要となる資金の調達及び返済の能力を有すること

とする。 

 

第七条の二  法第十条第一項第一号の厚生労働省令で定める軽微な変更は、次のいずれか

の変更とする。  

一  水道施設（送水施設（内径が二百五十ミリメートル以下の送水管及びその附属設備

（ポンプを含む。）に限る。）並びに配水施設を除く。以下この号において同じ。）の整

備を伴わない変更のうち、給水区域の拡張又は給水人口若しくは給水量の増加に係る

変更であつて次のいずれにも該当しないもの（ただし、水道施設の整備を伴わない変

更のうち、給水人口のみが増加する場合においては、ロの規定は適用しない。）。 

イ 変更後の給水区域が他の水道事業の給水区域と重複するものであること。 

ロ 変更後の給水人口と認可給水人口（法第七条第四項 の規定により事業計画書に記

載した給水人口（法第十条第一項又は第三項の規定により給水人口の変更（同条第

一項第一号に該当するものを除く。）を行つたときは、直近の変更後の給水人口とす

る。）をいう。）との差が当該認可給水人口の十分の一を超えるものであること。 

ハ 変更後の給水量と認可給水量（法第七条第四項 の規定により事業計画書に記載し

た給水量（法第十条第一項又は第三項の規定により給水量の変更（同条第一項第一

号に該当するものを除く。）を行つたときは、直近の変更後の給水量とする。）をい

う。次号において同じ。）との差が当該認可給水量の十分の一を超えるものであるこ

と。 

二  現在の給水量が認可給水量を超えない事業における、次に掲げるいずれかの浄水施

設を用いる浄水方法への変更のうち、給水区域の拡張、給水人口若しくは給水量の増

加又は水源の種別若しくは取水地点の変更を伴わないもの。ただし、ヌ又はルに掲げ

る浄水施設を用いる浄水方法への変更については、変更前の浄水方法に当該浄水施設

を用いるものを追加する場合に限る。 

イ 普通沈殿池 

ロ 薬品沈殿池 

ハ 高速凝集沈殿池 

ニ 緩速濾過池 

ホ 急速濾過池 

ヘ 膜濾過設備 

ト エアレーション設備 

チ 除鉄設備 

リ 除マンガン設備 

ヌ 粉末活性炭処理設備 



ル 粒状活性炭処理設備 

三  河川の流水を水源とする取水地点の変更のうち、給水区域の拡張、給水人口若しく

は給水量の増加又は水源の種別若しくは浄水方法の変更を伴わないものであつて、次

に掲げる事由その他の事由により、当該河川の現在の取水地点から変更後の取水地点

までの区間（イ及びロにおいて「特定区間」という。）における原水の水質が大きく変

わるおそれがないもの。 

イ 特定区間に流入する河川がないとき。 

ロ 特定区間に汚染物質を排出する施設がないとき。 

 

第八条  第一条の三第一項の規定は、法第十条第二項において準用する法第七条第一項に

規定する厚生労働省令で定める書類及び図面について準用する。この場合において、第

一条の三第一項中「次に」とあるのは「次の各号（給水区域を拡張しようとする場合に

あつては第四号及び第八号を除き、給水人口を増加させようとする場合にあつては第三

号、第四号及び第八号を除き、給水量を増加させようとする場合にあつては第三号を除

き、水源の種別又は取水地点を変更しようとする場合にあつては第二号、第三号、第五

号及び第六号を除き、浄水方法を変更しようとする場合にあつては第二号から第六号ま

でを除く。）に」と、同項第九号中「除く。）」とあるのは「除く。）であつて、新設、増

設又は改造されるもの」と、同項第十号中「配水管」とあるのは「配水管であつて、新

設、増設又は改造されるもの」とそれぞれ読み替えるものとする。 

２ 第二条の規定は、法第十条第二項において準用する法第七条第四項第八号に規定する

厚生労働省令で定める事項について準用する。この場合において、第二条中「各号」と

あるのは、「各号（水源の種別、取水地点又は浄水方法の変更以外の変更を伴わない場合

にあつては、第四号を除く。）」と読み替えるものとする。 

３ 第四条の規定は、法第十条第二項において準用する法第七条第五項第八号に規定する

厚生労働省令で定める事項について準用する。この場合において、第四条第一号及び第

二号中「主要」とあるのは、「新設、増設又は改造される水道施設に関する主要」と読み

替えるものとする。 

 

第五十一条 第四条の規定は、法第三十条第二項において準用する法第二十七条第五項第

七号に規定する厚生労働省令で定める事項について準用する。この場合において、第四

条第一号及び第二号中「主要」とあるのは、「新設、増設又は改造される水道施設に関す

る主要」と読み替えるものとする。 

２ 第四十九条の規定は、法第三十条第二項において準用する法第二十七条第一項に規定

する厚生労働省令で定める書類及び図面について準用する。  

この場合において、第四十九条第一項中「各号」とあるのは「各号（給水対象を増加させ

ようとする場合にあつては第三号及び第六号を除き、水源の種別又は取水地点を変更し



ようとする場合にあつては第二号及び第四号を除き、浄水方法を変更しようとする場合

にあつては第二号、第三号及び第四号を除く。）」と、同項第七号中「除く。）」とあるの

は「除く。）であつて、新設、増設又は改造されるもの」と、同項第八号中「送水管」と

あるのは「送水管であつて、新設、増設又は改造されるもの」とそれぞれ読み替えるも

のとする。 

３ 前条の規定は、法第三十条第二項において準用する法第二十七条第四項第六号に規定

する厚生労働省令で定める事項について準用する。 

 

第五十一条の二 法第二十八条第二項に規定する技術的細目のうち、同条第一項第一号に

関するものは、次に掲げるものとする。 

一 給水対象が、当該地域における水系、地形その他の自然的条件及び人口、土地利用

その他の社会的条件、水道により供給される水の需要に関する長期的な見通し並びに

当該地域における水道の整備の状況を勘案して、合理的に設定されたものであること。 

二 給水量が、給水対象の給水量及び水源の水量を基礎として、各年度ごとに合理的に

設定されたものであること。 

三 給水量及び水道施設の整備の見通しが一定の確実性を有し、かつ、経常収支が適切

に設定できるよう期間が設定されたものであること。 

四 工事費の調達、借入金の償還、給水収益、水道施設の運転に要する費用等に関する

収支の見通しが確実かつ合理的なものであること。 

五 水道基盤強化計画が定められている地域にあつては、当該計画と整合性のとれたも

のであること。 

六 取水に当たつて河川法第二十三条の規定に基づく流水の占用の許可を必要とする場

合にあつては、当該許可を受けているか、又は許可を受けることが確実であると見込

まれること。 

七 取水に当たつて河川法第二十三条の規定に基づく流水の占用の許可を必要としない

場合にあつては、水源の状況に応じて取水量が確実に得られると見込まれること。 

八 ダムの建設等により水源を確保する場合にあつては、特定多目的ダム法第四条第一

項に規定する基本計画においてダム使用権の設定予定者とされている等により、当該

ダムを使用できることが確実であると見込まれること。 

 

第五十一条の三 法第二十八条第二項に規定する技術的細目のうち、同条第一項第三号に

関するものは、当該申請者が当該水道用水供給事業の遂行に必要となる資金の調達及び

返済の能力を有することとする。 

 

 

水道法施行細則 



 

第五条 法第十条第二項において準用する第七条第一項又は第三十条第二項において準用

する第二十七条第一項の変更の認可の申請は、水道(水道用水供給)事業変更認可申請書

(別記第三号様式)により行うものとする。 


